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離職者訓練における職業能力評価のあり方に関する調査研究 

－ 要約版 － 

 

１ 調査研究の目的 

離職者訓練は、国の雇用のセーフティネット機能の１つとして、短期間に就職を可能とする職業

能力を習得し、習得した職業能力を採用企業等から公正に評価を受けて、就職に結びつけることが

役割であり、このためには、人材ニーズに応じた訓練分野の特定、訓練カリキュラムの設定、効率

的な訓練の準備、訓練進捗状況のチェック、訓練効果の客観的な評価という一連の実施プロセスを

明確にし、常に見直しを行う一連のサイクルの仕組みの強化を図ることが重要である。 

本調査研究は、離職者訓練により習得した職業能力を客観的かつ公正に評価・証明する手法につ

いて、独立行政法人雇用・能力開発機構（以下、「機構」という）で実施している離職者訓練（シ

ステム･ユニット訓練）を基に評価の仕組みを構築し、訓練受講者（以下、「受講者」という）の就

職促進及び離職者訓練の品質の向上等に資することを目的として実施したものである。 

 

２ 調査研究の概要 

本調査研究は、平成 19年度から平成 21年度（3ヵ年）において、「離職者訓練における職業能

力評価のあり方に関する調査研究に係る委員会（部会を含む）」を設置し調査研究を行なってきた

ものである。 

平成 19年度（初年度）は、離職者訓練により習得した職業能力を客観的かつ公正に評価し、受

講者の就職支援となる証明ができる職業能力評価の仕組みについて「離職者訓練における職業能力

評価検討部会」（以下、「検討部会」という）において検討を行ない、第 1に技能・技術及び知識の

職業能力評価の手順、第 2に訓練課題の構成、第 3に評価方法について検討を行なった。 

第 1に、職業能力評価の手順は、受講者が習得した技能等をどの時期に、どのような方法によ

って、どの訓練課題を設定して評価を行うか、さらに、評価結果を分析し、訓練課題や訓練内容

等の見直しなどを行い図１「職業能力評価の手順」にまとめた。 

第 2に、訓練課題の構成は、訓練課題（実技）は、「訓練内容が実務に即したものになっていて、

実務に近いものであることがわかりやすく書かれていると企業側として採用しやすいこと」また、

「実際の企業の人材ニーズと訓練内容が合致しているかが重要であること」、「受講者が履修した訓

練科目における技能等の訓練内容を総括し、受講者の最終目的である就職に直結できるよう、訓練

課題（実技）の内容から実際の仕事がイメージしやすいものを設定すること」を基本に考えること

とした。また、職業能力評価を行なう訓練課題は、技能・技術面だけではなく、知識の理解度も評

価する必要があることから、実技・学科の双方を評価できるようにした。また、「企業にとっては

仕事をする際に、短期間で作業工程を考えることができるかも重要であること」から、訓練課題

（実技）ごとに「作業工程計画書」（図２「作業工程計画書」参照）を作成することとした。 
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第 3に、評価方法は、評価結果を記載する訓練課題確認シート（図４「訓練課題確認シート」

参照）について、「職業訓練目標や到達水準が訓練課題の中に入ること」、「訓練課題の中に“こ

の訓練課題で評価しようとしている職業能力は何である”というものを表記することとした。ま

た、技能等だけの職業能力評価では表すことのできない受講者の訓練に対する取組姿勢や取組状

況など、受講者のアピールとなる特筆すべき事柄について記入できるコメント欄を設けることと

した。 

これらの検討部会での検討結果を職業能力開発施設で活用できるように「離職者訓練における

職業能力評価の手引き」（以下、「手引き」という）としてまとめた。 

訓練課題（実技及び学科）の検討については、手引きを基に、機構の職業訓練指導員（以下、「指

導員」という）を委員とする「離職者訓練における職業能力評価に係る訓練課題作成部会」（以下

「訓練課題作成部会」という）及び「離職者訓練における職業能力評価に係る訓練課題見直し部会」

（以下「訓練課題見直し部会」という）において、機構で実施している離職者訓練（システム･ユ

ニット訓練）カリキュラムを基に 3年間で実技課題 29種類、学科課題 26種類の合計 55種類の訓

練課題を作成し、機構と一部都道府県の職業能力開発施設において試行を行なった。 

本報告書は、これら 3ヵ年にわたる調査研究成果を取りまとめたものであるので、受講者の訓練

習得成果（以下、「職業能力評価」という）が明確になることにより、就職の可能性が高まり、更

に、社会情勢の変化における多様な人材ニーズに対応する離職者訓練の「訓練カリキュラムの設定」、

「訓練の実施」、「訓練の評価」、「カリキュラムや訓練の見直し」という円滑なＰ(Plan)Ｄ(Do)Ｃ

(Check)Ａ(Action)サイクルによる効果的な職業訓練の推進に貢献できる事を期待するものである。 

 

３ 調査研究成果 

本調査研究によって作成した手引き及び訓練課題（実技及び学科）は、受講者が履修する訓練科

目の終了する時期など指導上適切と判断される一定の職業訓練の区切りにおいて、技能・技術の習

得の程度を測定するための「訓練課題（実技）」及び技能・技術に必要となる知識の習得の程度を

測定するための「訓練課題（学科）」として活用し、課題実施終了後、その結果について訓練課題

確認シート等により評価を行い、各受講者の職業訓練の習得状況を客観的、総合的に測定し、また、

受講者の就職活動においても活用できるものとして作成したものである。訓練課題の一覧を 8ペー

ジから 12ページに示す。また、次頁の図１～４に、手引きの一部である職業能力評価の手順等に

ついて示すが、詳細は、調査研究資料 No.122「離職者訓練における職業能力評価に関する調査研

究」および本調査研究報告書を参照願いたい。 



－3－ 

 

 

図１ 職業能力評価の手順 

実技・学科訓練課題の構成 

① 訓練課題実施要領（実技課題のみ） 

訓練課題実施要領は、訓練課題を実施するにあたっての時間設定や事前準備などを記載した

ものである。 

② 訓練課題、解答及び解説 

訓練課題の問題・解答用紙及び解答に解説を含むものである。学科訓練課題の構成は②のみ

である。 
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③ 作業工程計画書（実技課題のみ） 

作業工程計画書は、その実施に係る作業工程手順や作業工程における留意事項等を受講者に

確認させるためのものである。一部実技課題では、課題実技作業前に、受講者に作業工程計

画書を書かせて、作業工程の評価に使用しているものがある。（図２「作業工程計画書」参

照） 

 

図２ 作業工程計画書 
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④ 評価要領・訓練課題確認シート（実技課題のみ） 

評価要領（図３「評価要領」）は、訓練課題（実技）ごとに、「評価区分」・「評価項目」・

「評価」などを定めたもので、訓練課題確認シート（図４「訓練課題確認シート」）は、受

講者、企業の採用担当者等が評価結果をわかるようにしたものである。 

 

図３ 評価要領 
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図４「訓練課題確認シート」 
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  指導員は、「評価要領」を基に採点を行い、その結果を「訓練課題確認シート」に記入する。

なお、評価判定は以下により行う。 

ａ）評価区分ごとの評価判定 

評価項目ごとに、訓練課題（実技）の評価基準に基づく評価を行い、各「評価（数値）」欄

の該当する数字に○を記入するとともに、＜評価区分判定＞（次頁参照）から評価区分ごと

の「評価（数値）」欄の点数の平均値を算出し、結果を「評価判定」欄にＡ～Ｃで記入する。 

 

             ＜評価区分判定＞   

 当該評価区分における受講者の合計点 
×１００ 

 

 当該評価区分における「評価（数値）」欄の満点 

     

  Ａ ８０点以上    

  Ｂ ６０点以上８０点未満    

  Ｃ ６０点未満    

      

ｂ）訓練課題（実技）の合計得点の算出 

各評価項目に対する「評価（数値）」欄の合計点と「評価（数値）」欄の満点の合計を「訓

練課題（実技）の評価」欄の「合計点／満点」欄に記入する。 

ｃ）訓練課題（実技）の評価 

各評価項目に対する「評価（数値）」欄の合計点と「評価（数値）」欄の満点の合計を「訓

練課題（実技）の評価」欄の「合計点／満点」欄に記入する。＜合計判定＞より、判定結果

を「評価」欄にＡ～Ｃで記入する。なお、端数は、小数点第１位で四捨五入とする。 

 ＜合計判定＞   

 受講者の合計点（実技） 
×１００ 

 

 満点（実技） 

    

  Ａ ８０点以上 できる。   

  Ｂ ６０点以上８０点未満 だいたいできる。   

  Ｃ ６０点未満 追指導を要する。   

     

評価判定の結果が「Ｃ」レベルに達しない受講者に対しては、予め設定している調整時間等

を利用して当該受講者に対して補講を行い、「Ｃ」レベルの水準以上となるように指導する。

「評価区分」にある「安全作業」の評価が「Ｃ」である場合は、総合評価判定の結果に関わ

らず指導する。 
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訓練課題一覧 

 

系
別 

管理 

ID 
種別 課題名 課題概要 

機
械
系 

M-01 実技 

段取り計算およびプ

ログラムの作成（ＮＣ

旋盤作業） 

課題図面の機械部品を NC旋盤で作製するために必要となる段取り作業、プログラム作業、

加工作業、および安全作業等を習得しているかの確認を筆記試験により行う。 

M-02 実技 

段取り計算およびプ

ログラムの作成（マシ

ニングセンタ作業） 

課題図面の機械部品をマシニングセンタで作製するために必要となる段取り作業、プログ

ラム作業、加工作業、および安全作業等を習得しているかの確認を筆記試験により行う。 

M-03 学科 ＮＣ機械加工作業 
測定、切削概要、NC プログラム、NC 加工作業、安全作業等の知識を習得しているかの確

認を真偽法により行う。 

M-04 実技 
手描きによる組立図

からの部品作成 
組立図から部品図をドラフターにより作図する。 

M-05 学科 
機械製図（基礎・応用

編） 
機械製図全般にわたる内容を真偽法により解答する。 

M-06 実技 
CADによる「XYステー

ジ」部品図作成 

組立図の中から指定された３点の部品図を作成する課題。与えられた図面から部品形状と

寸法を読み取り、CADにより作図ができるかを確認する内容とした。 

M-07 学科 機械製図（基礎編） 
真偽法により機械製図（JIS）の基本知識を問う確認課題。特に作図上、誤りやすい点を

問題とした。 

M-08 実技 

被覆アーク溶接によ

るJIS溶接技能者評価

試験用治具製作 

課題図面の冶具を製作にすることにより、工作基本作業、被覆アーク溶接作業、安全作業

等を習得しているか確認する。 

M-09 学科 

工作基本作業及び被

覆アーク溶接に関す

る知識 

工作基本作業における各種手工具（やすり・ボール盤等）、グラインダ、ガス溶接・溶断

に関する知識、 被覆アーク溶接作業における基礎知識、溶接機の取扱い、溶接施行法に

関する知識を習得しているか筆記試験により確認する。 

M-10 実技 

炭酸ガスアーク溶接

によるJIS溶接技能者

評価試験用治具製作 

課題図面の冶具を製作にすることにより、工作基本作業、炭酸ガスアーク溶接作業、安全

作業等を習得しているか確認する。 

M-11 学科 

工作基本作業及び炭

酸ガスアーク溶接に

関する知識 

工作基本作業における製図法一般、各種手工具（やすり・ボール盤・タップ等）、グライ

ンダ、ガス溶接・溶断に関する知識、 炭酸ガスアーク溶接作業における基礎知識、溶接

機の取扱い、溶接施行法に関する知識を習得しているか筆記試験により確認する。 

M-12 実技 

曲げ加工を利用した

ＴＩＧ溶接によるス

テンレス圧力容器の

製作 

課題図面の圧力容器を製作することにより、機械板金・プレス作業、ＴＩＧ溶接作業、安

全作業等を習得しているか確認する。 

M-13 学科 

機械板金作業及びＴ

ＩＧ溶接に関する知

識 

機械板金作業における各種手工具（やすり・ボール盤等）、グラインダ、プレスブレーキ、

シャーリングに関する知識、 ＴＩＧ溶接作業における基礎知識、溶接機の取扱い、溶接

施行法に関する知識を習得しているか筆記試験により確認する。 

M-14 実技 機械系保全 
機械系保全作業のために必要なねじ締結作業、軸受のはめあい、Ｖベルトの張り調整等を

習得しているかを実技により確認します。 

M-15 学科 

機械保全（締結機械要

素、軸機械要素、伝動

装置） 

機械系保全作業のために必要な締結機械要素、軸機械要素、伝動装置等の知識を習得して

いるかを筆記により確認します。 
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電
気
・
電
子
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E-01 実技 一般用電気設備工事 

各種点滅方式（パイロットランプを用いた同時点滅回路、３路スイッチを用いた２箇所点

滅回路等）を含んだ電灯・コンセント回路をケーブル、金属管及び合成樹脂管を用いて露

出配線により作成する。 

E-02 学科 
一般用電気設備工事

に関する知識 

一般用電気設備で用いる器具や材料および工具の知識、その工事をする上で必要となる屋

内配線図や回路方式の知識、また、関連法規の知識等について確認を行う。 

E-03 実技 

P 型２級受信機による

自動火災報知設備設

置、配線、竣工検査作

業 

自動火災報知設備の配線 

E-04 学科 
自動火災報知設備の

法令に関する知識 
消防設備士試験第４類甲種レベル 

E-05 実技 

シーケンス制御総合

課題（PLC を用いた電

動機制御） 

・ＰＬＣを用いた電動機制御（電動機の主回路及びＰＬＣを用いた操作回路）・主回路の

制作（電線の選定、保護装置の選定・施工、工具の使い方）・操作回路の制作（電線の選

定、入出力配線）・プログラム（PLCのプログラム入力） 

E-06 学科 
シーケンス制御に関

する知識 

・電気に関する基礎知識 ・安全 ・測定器・シーケンス制御に関して（記号、操作回路、

電動機） 

E-07 実技 PCによる空気圧制御 
PC を用いた空気圧シリンダ制御システムを設計・製作することにより、PC 制御、空気圧

制御に関する基礎的な技能・技術の習得度を確認する。 

E-08 学科 

シーケンス（PC）制御

と空気圧制御に関す

る基礎知識 

シーケンス（PC）制御と空気圧制御に関する知識の習得度を筆記試験により確認する。 

E-09 実技 
モーター制御回路製

作および保全作業 

PLCを用いたモーター制御回路をタイムチャートより製作できることを確認する。その際、

機器の不良、断線の有無を判断できるかを実技を通して確認する。 

E-10 学科 

モーター制御回路お

よび電気保全に関す

る知識 

モーター制御回路を製作する上においての電気理論や電気機器に関する知識および安全

作業を習得しているかを筆記試験により確認する。 

E-11 実技 カウンタ回路製作 
電子回路を設計・製作するために必要となる設計手順、組立て手順を習得しているかを実

技により確認する。 

E-12 学科 
電子回路に関する基

礎知識 

電子回路を設計するために必要となるディジタル回路の基礎知識を習得しているかを筆

記試験により確認する。 

E-13 実技 
計測制御プログラミ

ング 

計測制御プログラミングに必要な設計手順、プログラミング作業を習得しているかを実技

により確認する。 

E-14 学科 
汎用インターフェー

スに関する知識 

汎用インターフェースを設計・製作するために必要な汎用インターフェースに関する基礎

知識を習得しているかを筆記試験により確認する。 

E-15 実技 
マイコンによるタイ

マプログラミング 

高効率なマイコンプログラミングのために必要な DIO、例外処理、タイマユニット、シリ

アルユニットの技術を習得しているか実技試験により確認する。 

E-16 学科 
組込みマイコン開発

に関する基礎知識 

マイコンプログラミングのために必要な CPUアーキテクチャ、ハードウェア、ソフトウェ

アに関する基礎知識を習得しているか筆記試験により確認する。 

系
別 

管理 

ID 
種別 課題名 課題概要 
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居
住
系
（
住
宅
分
野
） 

H-01 実技 

平面・断面、部品詳細

図作成（外部サッシ周

り） 

配付されたサッシ形状・型番をもとに建具周りの部分詳細図（納まり図）を作成する。CAD

の基本操作に加えて平面図・立面図・矩計図の読解ができることが望まれる。 

H-02 学科 

在来木造住宅に関す

る構造形態、法規、積

算の確認 

建築に関する基礎知識（特に在来軸組工法）の習得確認。レベル的には建築士２級学科課

題程度とするが、内容に関してはシステム・ユニット訓練テキストを参考としている。 

H-03 実技 
ビニルクロスによる

壁の仕上作業 
模擬壁を用いて壁仕上げ施工の技能・技術の習得状況を測定する。 

H-04 実技 軸組部材加工 在来軸組構法の構造部材加工課題による加工に必要な技能・技術の習得状況を測定する。 

H-05 学科 
内外装施工に関する

知識 

内外装施工に関する基礎知識の習得確認。内容は、内装仕上げ施工技能検定学科試験問題

となっている。 

H-06 実技 大工作業(軸組施工） 

時間内に訓練課題が完成するように創意工夫をして、課題図面を読み取り、規矩用具を正

しく使い、材料への墨付けが正しくできる。大工用具及び電動工具を用いて、安全衛生作

業ができることを確認する 

H-07 実技 木工継ぎ手の作成 

継ぎ手（あり組み、包み打ち付け継ぎ、留め継ぎ）作成をとおして、木工手工具の取り扱

いができる、規矩用具を正しく用いて墨付けができる、安全衛生作業ができる事を確認す

る。 

H-08 学科 木工手工具の取扱い 
木工手工具（鉋・のみ・鋸）における取扱い・道具の特徴について、規矩術について、ま

た、作成を行う際の注意点・安全作業についての理解を確認する。○×方式、全 40問 

H-09 実技 
ＣＡＤによる図面作

成（建築設計図書） 

図面を読み取ることができる。ＣＡＤによる作図ができる。時間内に図面の作成ができる。

安全作業（ＶＤＴ）ができる。 

H-10 学科 
内装施工（床・壁・天

井の施工） 

床・壁・天井の施工に関する基本的な知識を確認する。さらに関連する安全作業並びに関

連法規についても確認する。真偽方式 25問30分 

居
住
系
（
ビ
ル
設
備
管
理
分
野
） 

H-11 実技 ケーブル配線作業 
配線図からケーブル配線により単位作業課題を制作することにより、器工具の使用法、電

線接続法、器具等の接続法等の理解度を確認する。 

H-12 学科 電気設備工事 
電気理論、配電理論、基本的な配線施工法、各種検査方法、配線図等に関する知識を真偽

法および多肢選択法により出題する。 

H-13 実技 
シーケンス制御配線

作業 
簡単な制御盤とそれに伴う配線図を用意し、制限時間内に配線を行う。 

H-14 学科 シーケンス制御 
シーケンス制御において必要な制御機器の構造、基本的な配線方法、配線図等に関する知

識を真偽法および多肢選択法により出題する。 

H-15 実技 配管接合 
与えられた平面図より配管を組上げることにより、各種工具の使い方、管加工法の理解度

を確認する。 

H-16 学科 給排水衛生設備管理 
給水設備、排水設備、給湯設備に関する知識および管加工法について真偽法および多肢選

択法により出題する。 

H-17 実技 
給排水衛生設備設計

作業 
与えられた平面図上に、給水管・排水管を作図し管径を選定する。 

H-18 学科 給排水衛生設備設計 
給水設備、排水設備に関する知識および管径選定法について真偽法および多肢選択法によ

り出題する。 

H-19 実技 
ｐ－ｈ線図による冷

凍サイクルの検証 

冷凍装置のサービスポートにマニホールドを接続し冷媒の高・低圧圧力を測定するとも

に、圧縮機吸込・吐出温度、膨張弁入口温度を測定し、これらのデータからｐ－ｈ線図を

利用して成績係数を算出する。 

H-20 学科 空調設備基礎 
空気調和概要に関する知識、空気調和設備に関する知識、湿り空気線図に関する知識、空

調設備の運転操作に関する知識について真偽法、多肢選択法により出題する。 

H-21 実技 冷媒配管作業 
パイプベンダー、エキスパンダー、フレアツール等を使用し、冷媒用配管課題を製作し、

気密試験を行う。 

H-22 学科 空調設備管理 

冷凍概要に関する知識、冷凍設備に関する知識、ｐ－ｈ線図に関する知識、冷凍設備の運

転操作に関する知識、冷媒の取り扱いに関する知識について真偽法、多肢選択法により出

題する。 

系
別 

管理 

ID 
種別 課題名 課題概要 
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情
報
・
通
信
系 

I-01 実技 
Webショッピングサイ

トの作成 

Ｗｅｂショッピングサイトの作成を通して、ネットワークとデータベースの連携システム

構築を行う。 

I-02 学科 
ネットワーク・データ

ベース 

ネットワークデータベースシステムを構築するための関連知識を習得しているかの確認

を行う。 

 

訓練課題のデータは、「職業能力開発ステーションサポートシステム」からもダウンロードできる。

訓練課題の修正や、新規の訓練課題等により随時更新する予定である。 

 

職業能力開発ステーションサポートシステム 

「http://www.tetras.uitec.ehdo.go.jp/CurriculumModel/」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練課題等のダウンロード欄の○をクリックすると、同意画面が表示されて圧縮型ファイル（LZH

形式）をダウンロードできる。 

系
別 

管理 

ID 
種別 課題名 課題概要 

訓練課題をクリックします。 
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